
沖縄の自己破産実態調査 

 

平成２２年１２月  

沖縄県司法書士会  

 

 沖縄県司法書士会では、県下の自己破産申立者の実態調査を行い始めてから、今

年で１６年になります。この実態調査の結果を分析し、県下における破産者の実態

を少しでも明らかにして、その実情をお知らせし、多重債務問題解決の手掛かりと

すべく今年度も調査を行いました。  

 

県下の破産と調停 

 ① 平成１６年までの自己破産申立件数（会社関係を除く）は、３年連続で２０

００件を超えていました。平成１７年以降は、年々減少していき、平成２１年

は９６１件でした。本年（平成２２年）の前半期は４６４件であり、平成２１

年前半期の４３６件より増加しています。  

 ② 平成２１年の特定調停申立件数は、８６６件であり、平成２０年の２０８２

件より半分以下に減少しました。  

③ 当会の「なは司法書士総合相談センター」の相談でも、多重債務問題が相談

件数の大半を占めています。  

 

 なお、上記で紹介した統計資料のうち、本年の前半期の自己破産申立件数は平成

２１年より増えてはいますが、平成２１年の特定調停申立件数は、前年の件数から

半分以下に減少しており、自己破産申立件数と特定調停申立件数の合計の件数だけ

を比べると多重債務者が減少しているようにみえます。しかし、これは法務大臣の

認定を受けた司法書士（認定司法書士）に簡易裁判所訴訟代理関係業務が認められ

るようになったことの影響によるものと考えられます。司法書士法の改定により裁

判外の和解についての代理業務も行うことができるようになった結果、司法書士に

よる債権調査が可能になり、大幅に債務額が減少したことにより破産を回避して裁

判外の和解（任意和解）をおこなったり、あるいは、今まで特定調停申立をしてい

たようなケースにおいても、債権調査により債権債務額を確定し、裁判外の和解（任

意和解）により解決している事例が多数存在しているためであると考えらます。ま

た、不当利得返還請求訴訟（過払金返還請求訴訟）等で自己破産を回避するケース

もあり、自己破産申立件数の減少につながっているものと考えられます。  



本年の破産申立調査と関連問題 

 

 本年も、１月１日から６月３０日までの新規破産申立者についての調査を行いま

した。この間の県下の新規破産申立件数は４６４件（会社関係を除く）になってお

り、当会の調査はこのうち１１８件で、全体の約２５％の申立者の調査になってい

ます。  

沖縄本島中南部の会員からの調査が主ですので、必ずしも全県下の傾向を反映で

きていない面もあろうかと思います。しかし、債務者と面談して破産申立書を起案

した当会会員からの調査結果は、かなりの正確性を持つものと確信します。  

調査結果の数値とコメントは、「調査報告」（後記掲載）に譲りますが、いくつか

の関連する問題について指摘しておきます。  

 

（１）本年は、昨年より自己破産申立件数が増えております。  

前半期破産申立件数（１月から６月まで）  

 Ｈ２２年  Ｈ２１年  Ｈ２０年  Ｈ１９年  Ｈ１８年  

那覇地裁  ２６６件  ２５４件  ２８０件  ３４４件  ３７０件  

沖縄支部  １３１件  １１０件  １７５件  ２０１件  ３０１件  

名護支部    ２７件    ３３件    ２７件    ４５件  ７６件  

平良支部    １９件    １０件    １４件    １９件  １７件  

石垣支部    ２１件    ２９件    １８件    １４件  ２０件  

合  計  ４６４件  ４３６件  ５１４件  ６２３件  ７８４件  

 

（２）特定調停申立事件について、各簡易裁判所の件数を紹介します。  

特定調停申立事件数  

 平成２１年  平成２０年  平成１９年  平成１８年  

那覇簡裁   ４８３件  １１４８件  ２２９７件  ３３２１件  

沖縄簡裁  ２２１件   ５６０件  １１５９件  １５７９件  

名護簡裁    １２７件     ２４０件     ５３７件     ８４１件  

平良簡裁     １８件  １１３件  １５６件  １７８件  

石垣簡裁     １７件      ２１件      ４３件      ４０件  

合  計   ８６６件  ２０８２件  ４１９２件  ５９５９件  

 



（３）改正貸金業法の完全施行  

  各マスコミでも大きく報じられましたが、平成２２年６月１８日、有効金利の

引き下げや無担保ローンの貸付を年収の３分１以下とする総量規制などの改正貸

金業法が完全施行されました。これにより、返済のための借り入れを繰り返して

きた方が、借り入れができなくなったことにより、行き詰まってしまうことが予

想されます。今後、破産申立件数の増加に影響を及ぼさないか注視が必要です。  

（４）ヤミ金業者の横行は重大な問題となっています。  

  破産調査には現れてないのですが、平成１２年暮頃から、県内でもヤミ金融業

者による違法営業が激増し、深刻な問題となっています。ほとんどが県外の業者

ですが、平成１４年頃からは県内でも違法営業の業者が現れるようになり、特に

平成２０年頃からは、貸金業登録をしていた個人の貸金業者やその従業員が、廃

業後にヤミ金融業となるケースが増加しています。平成２２年６月に、総量規制、

有効金利の引き下げなどの改正貸金業法が完全施行されたことにより、今後は、

借り入れができなくなった方がヤミ金からの借り入れに流れないようにすること

が、注意すべきこととなっています。  

 

県司法書士会の事業として 

 当会は、本年度の重点事業の一つに「市民への法的サービスの拡充」を掲げ、会

員の破産、調停、個人再生、不当利得返還請求訴訟、貸金被告事件等の実務の拡大

と充実に努めます。同時に、司法書士会館を拠点として、次のとおり多重債務者問

題の解決をめざした諸事業を実施します。  

１．市町村や社会福祉協議会、各種相談窓口への相談員派遣を引き続き推進します。  

２ .なは司法書士総合相談センターの無料相談事業を週２回（火曜日、木曜日）実施

しています。  

３ .高校卒業予定者等を対象とした講演会の実施を県下の高校に呼びかけます（啓発

リーフレットも準備しています）。特に若年者のなかで多重債務問題が深刻化して

おり、全ての高校からの講師派遣要請を期待します。  

 

 

 

 

 

 



調 査 報 告 

 

 

平成２２年 沖縄の自己破産 

＝平成２２年前半期における新規自己破産申立者の調査報告コメント＝  

 

平成２２年１２月      

沖縄県司法書士会  

 

調査方法等 

 ① 本年１月１日から６月３０日までに県会会員が取り扱った自己破産申立件数

（合計１１８件）を対象にした調査結果です。  

 ② 同件数は、６月末現在の県下の地方裁判所（支部含）新規受付破産申立者（会

社関係を除く）４６４件の約２５％にあたります。  

 ③ 本島中南部の調査が主で、宮古・八重山及び本島北部の調査は不十分になっ

ています。  

 ④ 会員に対して、本年の破産申立者について、事情聴取や申立書記載事項から

債務者一人一人についてのアンケート方式で回答を求めました。  

 

報告方法 

 ① 調査結果のコメントをおこない、その裏付けとなる調査数値等は、末尾にま

とめて数値または図表として掲載しました。  

 ② コメントでは、平成９年からの調査結果も紹介し、各調査項目の推移を比較

検討できるようにしました。  

 

 

調査結果の特徴 

１．年齢別（表１）  

 ① 当会が調査を開始してから引き続き、破産申立者は全ての世代に渡っていて、

３０～５０代の社会の中堅層が全体の７１％になっています。  

※ ３０代と４０代で全体の５２％になっています。  

 ② ５０代の破産者は、１９％になっています。  

 ③ なお、平成９年調査からの年齢別推移は下記のとおりです。  



 

              

平成  ９  年  

平成１０年  

平成１１年 

平成１２年  

平成１３年  

平成１４年  

平成１５年  

平成１６年  

平成１７年  

平成１８年  

平成１９年  

平成２０年  

平成２１年  

平成２２年  

２０代  ３０代  ４０代  ５０代  

  １９％  ３１％  ２１％  １７％  

  ２０％  ２８％  ２６％  １４％  

  ２０％  ２７％  ２５％  １６％  

  １２％  ３０％  ２４％  ２０％  

  １５％  ３１％  ２４％  １６％  

  ２０％  ２４％  ２８％  １５％  

  ２０％  ２９％  ２５％  １４％  

  １９％  ２９％  ２４％  １６％  

   １７％  ３０％  ２０％  ２１％  

１７％  ２３％  ２８％  １９％  

１３％  ２９％  ２９％  １７％  

 ９％  ３０％  ２９％  ２１％  

１３％  ２６％  ２７％  １９％  

１１％  ２１％  ３１％  １９％  

 

２．男女別（表２、表３、表３－２）  

 ① 例年どおり女性が多く、男性の約１．４倍となっております。  

※ 業者の営業が女性をターゲットにしている事が指摘できます。  

 ② なお、平成９年調査からの男女別推移は下記のとおりです。  

 

平成  ９  年  

平成１０年  

平成１１年  

平成１２年  

平成１３年  

平成１４年  

平成１５年  

平成１６年  

平成１７年  

平成１８年  

平成１９年  

平成２０年  

平成２１年  

平成２２年  

男 性   女 性  

   ３０％   ７０％  

   ３７％   ６３％  

   ３６％   ６４％  

   ３６％   ６４％  

   ３６％   ６４％  

   ３１％   ６９％  

   ３６％   ６４％  

３９％   ６１％  

４４％   ５６％  

３３％   ６７％  

３５％   ６５％  

３８％   ６２％  

４３％   ５７％  

４２％   ５８％  



３．地域別（表４）  

 ① 破産者が県内各地に広がっていることが分かります。  

※ 電話やインターネット等で、店舗に行かずして契約を結ぶことが可能に  

なったことが大きいと考えられる。  

② 地域における司法書士会会員の業務受託との関係では偏りも指摘できますの

で、平成２１年までの那覇地方裁判所（支部）の新規破産受付件数を下記に示

しておきます。   

参 考 各年の自己破産件数の推移＝那覇地裁発表・司法統計から 

 

那覇地裁本庁  

沖縄支部  

名護支部  

平良支部  

石垣支部 

２１年  前年比  

５１５件  ８８％  

２６５件  ７２％  

８０件 １２１％  

  ２７件 １０４％  

  ７４件 ２３１％  

２０年  

５８７件  

３７０件  

 ６６件  

２６件  

３２件  

１９年  

６８２件  

３９８件  

 ８２件  

２７件  

３０件  

１８年  

 ７３０件  

６０１件  

１２８件  

３１件  

３８件  

合 計  ９６１件  ８９% １０８１件  １２１９件  １５２８件  

 

４．破産申立前後の職業（表６）  

 ① 破産前（申立前６か月）の職業では、ほぼ全ての職種に及んでいることが分

かります。  

② 「無職・主婦層」、「パート・アルバイト」、「契約社員・その他」などの収入

が不安定と思われる層での破産は全体の５８ .５％で、昨年とほぼ同じ割合です

が、「会社員」の破産が増加傾向にあります。  

③ 破産申立時の職業では、会社員や自営業者が減少し、無職者が増えています。

高利の返済と厳しい取り立てに追われ、職場を失ったり、あるいは自営業を閉

めざるを得ない状態に陥って破産手続きを求めていることが分かります。  

④ 無職、主婦、パート層での破産が全体の約５３％（半分）を占めることに、

近年、変化はありませんが、会社員の破産が増加傾向にあることが読み取れま

す。ここから、長引く不況の中で生活苦が拡大し、定職者であったとしても生

活困窮者となり、結果、破産にまで至っていることが解ります。生活費を借り

入れに頼る実情が多くの層で日常化している事は、大きな問題と考えられます。 

 



参考：破産前の職業（最近の６年間） 

（下表のほか職業不明がＨ２１に１名、 Ｈ２２に１名あり） 

破産前 

調査年 
会社員 公務員 自営業 

ﾊﾟｰﾄ・ 

ｱﾙﾊﾞｲﾄ 

ｽﾅｯｸ 

勤務等 

無職・ 

主婦 

契約社員 

・その他 

Ｈ17 年 
54 名 

(26%) 

0 名 

(0%) 

25 名 

(12%) 

64 名 

(30%) 

12 名 

(6%) 

50 名

(24%) 

 7 名 

(3%) 

Ｈ18 年 
41 名 

(25%) 

2 名 

(1%) 

25 名 

(15%) 

57 名 

(35%) 

0 名 

(0%) 

34 名 

(21%) 

 3 名 

(2%) 

Ｈ19 年 
32 名 

(18%) 

1 名 

(1%) 

31 名 

(18%) 

54 名 

(30%) 

3 名 

(2%) 

45 名 

(26%) 

 9 名 

(9%) 

Ｈ20 年 
45 名 

(26%) 

0 名 

(0%) 

29 名 

(17%) 

57 名 

(33%) 

1 名 

(0.6%) 

36 名 

(21%) 

 6 名 

(3.4%) 

Ｈ21 年 
35 名 

(27%) 

0 名 

(0%) 

11 名 

(8.6%) 

39 名 

(31%) 

0 名 

(0%) 

33 名 

(26%) 

 9 名 

(7%) 

Ｈ22 年 
37 名 

(31%) 

1 名 

(1%) 

10 名 

(9%) 

29 名 

(25%) 

0 名 

(0%) 

33 名 

(28%) 

 7 名 

(6%) 

 

５．破産時の職業・収入・公的扶助・家族状況等（表５～表８） 

 ① 破産時の職業では、「無職・主婦」層が激増し、社会的経済的な弱者に借金苦が広がってい

ることが分かります。 

 ② 主な特徴は次のとおりです。 

  イ 破産時の平均収入は、月１５万円以下が８６％を占め、低所得層での破産が多いことを

示しています。（表５） 

   参考：破産時の平均収入が月１５万円以下の占める割合 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

８６％ ９０％ ８０％ ８４％ ８３％ ８６％ 

   

ロ 生活保護世帯１９名（１６％）（表６附属） 

   参考：生活保護世帯の占める割合 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

９％ １１％ １０％ １１％ １１％ １６％ 

   



  ハ 単身家庭と母子（父子）家庭（４７％）。（表７） 

参考：単身家庭の占める割合 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

２１％ １９％ ２０％ １６％ １０％ ２６％ 

 

参考：母子(父子)家庭の占める割合 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

１３％ １９％ １９％ ２４％ １２％ ２１％ 

 

  ニ 住居は、賃貸住宅居住者が全体の７９％です。（表８） 

参考：賃貸住宅居住者の占める割合 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

７１％ ７２％ ８４％ ７９％ ７７％ ７９％ 

  

  ホ 本人や家族が病気をかかえている債務者が４８％もおり、本人や家族の病気が借金のき

っかけや増加につながっています。（表６附属）  

 

参考：病人世帯の占める割合 

 

  ヘ 債務者個人だけでなく、家庭生活が破綻していることを示す指標としての「家族の破産・

調停」も１４％に及んでいます。（表９） 

   参考：「家族の破産・調停」の占める割合 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

２０％ ２６％ ２５％ １６％ １０％ １４％ 

 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

本人 

家族 

57 人(26%) 

41 人(19%) 

49 人(30%) 

31 人(19%) 

46 人(26%) 

25 人(14%) 

51 人(29%) 

33 人(19%) 

34 人(27%) 

27 人(21%) 

41 人(35%) 

16 人(14%) 

合計 
９８人 

４６％ 

８０人 

４９％ 

７１人 

４０％ 

８４人 

４８％ 

６１人 

４８％ 

５７人 

４８％ 



６．どこから、いくらを借りているか。（表１０～表１３）   

 ① 平均借入件数は約６社です。（表１０） 

なお、「１０社まで」の借入で破産するケースが約９２％です。 

   参考：１０社までの借入で破産する割合 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

８５％ ７３％ ７２％ ７３％ ８７％ ９２％ 

 

 ② 借入先のトップはサラ金（消費者金融業者）です。（表１１） 

   破産者の約８８％が利用しています。サラ金の平均利用件数は３.６４社で、利用者の平均

借入総額は約１７０万円です。平均金利が２９％と仮定しても、利息だけでも月約４万１０

８３円の支払いになります。破産申立者のうち、２０代だけの調査では、サラ金利用者は１

００％になっています。（表２２） 

 

 ③ クレジット利用者が３８％になっています。クレジットカードのショッピング枠利用とい

うより、キャッシング枠利用（借入金）がほとんどです。 

 

 ④ 日掛業者利用者が約１２％と減少しています。 

参考：借入先 

 Ｈ１７年 Ｈ１８年 Ｈ１９年 Ｈ２０年 Ｈ２１年 Ｈ２２年 

銀行系 ４５％ ４２％ ４９％ ４５％ ４５％ ４８％ 

サラ金 ９３％ ９３％ ８８％ ８６％ ８８％ ８８％ 

クレジット ５２％ ４５％ ５２％ ５３％ ４１％ ３８％ 

日掛 １１％ ２０％ ２４％ ２４％ １３％ １２％ 

個人 １５％ ２３％ ２０％ ２５％ １６％ １３％ 

その他 ２９％ ２８％ ３３％ ２６％ ３２％ ３０％ 

 

 ⑤ 破産者の平均負債額は６９７万円です。４００万円以下の負債で破産に至る方が６９％で

す。（表１３） 

参考：負債総額別の破産者の割合 

 H１７年 H１８年 H１９年 Ｈ２０年 Ｈ２１年 Ｈ２２年 

0～100 万 １％ １％ １％ ２％ ８％ ８％ 

～200 万 ２０％ １８％ ２２％ ２２％ ２９％ ３３％ 



～300 万 ２７％ ２７％ ２４％ ２４％ ２５％ １８％ 

～400 万 １８％ １９％ １５％ １４％ ６％ １０％ 

～500 万 ９％ １２％ ７％ ７％ ４％ ３％ 

～800 万 ８％ ８％ １０％ １０％ ８％ ９％ 

～1000 万 ３％ ３％ ４％ ４％ ２％ ５％ 

～2000 万 ８％ ９％ １０％ １０％ １１％ ８％ 

2000 万超 ８％ ６％ ４％ ７％ ６％ ６％ 

 

⑥ 破産時の平均債権者数と平均債務総額の推移は次表のとおりです。 

参考：破産時の平均債権者数と平均債務総額  

平成 ９ 年調査  平均１２社から  平均 ７８７万円の債務 

平成１０年調査  平均１２社から  平均 ７０２万円の債務 

平成１１年調査  平均１０社から  平均 ７４１万円の債務 

平成１２年調査  平均１０社から  平均１０２０万円の債務 

平成１３年調査  平均 ９社から  平均 ９２９万円の債務 

平成１４年調査  平均１０社から  平均 ７６４万円の債務 

平成１５年調査  平均１０社から  平均 ７７４万円の債務 

平成１６年調査  平均１０社から  平均 ７１６万円の債務 

平成１７年調査  平均 ８社から  平均 ５７７万円の債務 

平成１８年調査  平均 ９社から  平均 ６１５万円の債務 

平成１９年調査  平均 ９社から  平均 ７８５万円の債務 

平成２０年調査  平均１０社から  平均 ６８４万円の債務 

平成２１年調査  平均 ９社から  平均 ７１３万円の債務 

平成２２年調査  平均 ６社から  平均 ６９７万円の債務 

 

７．借金の目的（複数回答、表１４） 

 ① 借金の目的は、生活を補うためが、８４％。借金返済のためとした回答が、６０％あり、

共に大きな割合を占めています。 

② 事業資金も２５％に及んでいます。破産前の自営業者は約９％ですから、家族や親戚縁者

が事業資金等の借り入れを手伝っていることを示します。 

 ③ 保証人や名義貸しも、２０％に及んでいて重要な問題です。 

 ④ 遊興費は調査の中では、３件でした。借金の目的が遊興費の場合は特定調停や任意整理、

個人再生を活用しているケースが多いと思われます。 



⑤ 住宅ローン関連の破産は１０％でした。各年度の実数は下記のとおりです。 

参考：住宅ローン関連の破産者 

平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 

１９名 １３名 １８名 １６名 １６名 １２名 

 

⑥ 借金の目的調査についての推移は下記のとおり（複数回答） 

       生活費  保証人等   事業費   遊興費 住宅ローン 

平成 ９ 年  ８６％   ３８％   ２８％    ３％   ７％ 

平成１０年  ８２％   ２２％   ２６％    ３％   ６％ 

平成１１年  ９３％   ２６％   １５％    ４％   ７％ 

平成１２年  ９２％   ２１％   ２４％    ２％  １０％  

平成１３年  ９１％   ２４％   １９％    ３％  １４％ 

平成１４年  ９１％   ２５％   １９％    １％   ５％ 

平成１５年  ９８％   １９％   １５％    ３％  １０％ 

平成１６年  ９１％   ２８％   １７％    １％   ８％ 

平成１７年  ９３％   ２３％   ２２％    ６％   ９％ 

平成１８年  ９３％   ３５％   ２４％    ４％   ８％ 

平成１９年  ９０％   ２９％   ２３％    ５％  １０％ 

平成２０年  ９１％   ２５％   ２３％    ５％   ９％ 

平成２１年  ８５％   ２７％   ２０％    ０％  １３％ 

平成２２年  ８４％   ２０％   ２５％    ３％  １０％ 

 

８．借金の期間（表１６） 

① 借金の期間は、「５年以上」が８２％でした。最初の借り入れから破産申立までの期間が、

長くなっていることを示しています。また、約４４％が１０年以上もの期間、借金に追われ

続けてきたことが分かります。 

②  借りてから３年以内の破産者は４％でした。 

参考：借入期間の割合 

 ３年以内 ～５年 ～７年 ～１０年 ～１５年 １５年超 

Ｈ１７年 １１％  ２１％  ２５％  １６％  １３％  １３％ 

Ｈ１８年 １０％  １２％  ２０％  １７％  １８％  ２２％ 

Ｈ１９年 ７％  １５％  １８％  ２０％  １７％  ２１％ 

Ｈ２０年 ６％  １８％  １４％  １８％  １７％ ２６％ 



Ｈ２１年 ９％  １７％   ９％  ２３％  １７％ ２４％ 

Ｈ２２年 ４％  １３％   １６％  ２２％  ２２％ ２２％ 

 

９．取立状況と生活の変化（表１７、表１８） 

  金融業者の厳しい取立てにより、職場を追われて失業したり、離婚等で家庭生活が崩壊して

います。 

①  取立てが原因となり、離婚したり別居した家族が２１人（約１８％）にもなっており、

家庭生活が根底から破壊されていることが分かります。 

②  ガイドラインを無視した取立てにより、追い詰められて精神を害する者も少なくないこ

とを指摘しておきます。精神に疾患をもつ者への貸付けや、自宅や職場への執拗な電話督

促で、さらに精神的に追い詰められている債務者が少なくありません。 

③  自宅への取り立てが、今年は減少しています。平成１７年から平成２１年にかけて約８

割の申し立て者が受けていたものが、平成２２年においては、３９％にまで減少していま

す。 

参考：取立状況 （複数回答） 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

自宅 ７８％ ９１％ ８６％ ７２％ ８５％ ３９％ 

職場 １６％ １９％ １４％ １８％ ６％ ３％ 

家族 １１％ １４％ １０％ ７％ ２％ ２％ 

違法取立 ３％ ５％ ４％ ６％ ０％ １％ 

裁判 ５％ ７％ ４％ ３％ ６％ ６％ 

強制執行 ２％ １％ １％ １％ ２％ ３％ 

 

参考：生活への変化（複数回答） 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

離婚 ２５人 １８人 ２０人 ２２人 １０人 １６人 

別居 ６人 １人 ４人 １人 １人 ５人 

退職 １０人 １１人 １人 ５人 ４人 １０人 

出稼ぎ ３人 ６人 ４人 ６人 １人 ２人 

 326 人中 282 人中 212 人中 174 人中 128 人中 118 人中 

10．２０歳代の破産申立者の特徴（表２０～表２５及び表１～表２） 

① 新規破産申立者の約１１％が２０代の若年者になっています。（表１）業者のテレビＣＭ、



インターネット等の広告が若年者をも対象にしていることも問題であり、若年者への消費者

教育を徹底することが課題であることを示しています。 

参考：２０歳代の占める割合 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

20 歳代 
36 人 

(17%) 

28 人 

(17%) 

22 人 

(12%) 

15 人 

( 9%) 

17 人 

(13%) 

13 人 

(11%) 

破産申立者 212 人中 162 人中 175 人中 174 人中 128 人中 118 人中 

 

 ② ２０歳代の女性の割合が、男性に比べ圧倒的に高くなっています。全破産申立者における

男女の比率と比較すると、若い女性の消費者教育が重視されます。（表２、表２０） 

参考：２０歳代の男女比 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

男 性 
12 人 

(33%) 

9 人 

(32%) 

6 人 

(27%) 

6 人 

(40%) 

7 人 

(41%) 

2 人 

(15%) 

女 性 
24 人 

(67%) 

19 人 

(68%) 

16 人 

(73%) 

9 人 

(60%) 

10 人 

(59%) 

11 人 

(85%) 

20 歳代 36 人中 28 人中 22 人中 28 人中 17 人中 13 人中 

参考：全破産申立者の男女比 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

男 性 
94 人 

(44%) 

54 人 

(33%) 

62 人 

(35%) 

66 人 

(33%) 

55 人 

(43%) 

50 人 

(42%) 

女 性 
118 人 

(56%) 

108 人 

(67%) 

113 人 

(65%) 

108 人 

(67%) 

73 人 

(57%) 

68 人 

(58%) 

破産申立者 212 人中 162 人中 175 人中 174 人中 128 人中 118 人中 

    

③  借入件数は、６２％が１件から５件です。少ない借入先でも破産に至る案件が急増して

いる事が読み取れます。（表２１）  

参考：２０歳代の借入件数 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

１～５件 13 人(36%) 7 人(25%) 7 人(25%) 7 人(47%) 6 人(35%) 8 人(62%) 

6～10 件 21 人(58%) 15 人(54%) 10 人(54%) 8 人(53%) 11 人(65%) 5 人(38%) 

11～15 件 2 人( 6%) 5 人(18%) 3 人(18%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 



16 件以上 0 人(0%) 1 人(4%) 2 人(4%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 

合 計 ３６人 ２８人 ２２人 １５人 17 人 13 人 

総借入件数  ２３６件 １９９件 １８９件  ８９件 １０１件  ６９件 

平均借入件数 ６．６件  ７．１件  ８，６件  ５．９件  ５．９件  ５．３件 

 

 ④ 借入先は、１位がサラ金利用とクレジット利用でともに１００％、３位が銀行利用で２３％

となっています。（表２２）クレジット利用の割合が例年より、急激に高くなっています。 

参考：２０歳代の借入先（複数回答） 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

銀行系 11 人(31%) 8 人(29%) 6 人(27%) 2 人(13%) 3 人(18%) 3 人(23%) 

サラ金 35 人(97%) 26 人(93%) 22 人(100%) 14 人(93%) 17 人(100%) 13 人(100%) 

ｸﾚｼﾞｯﾄ 18 人(50%) 11 人(39%) 8 人(36%) 7 人(47%) 5 人(29%) 13 人(100%) 

日掛 0 人( 0%) 3 人(11%) 4 人(18%) 1 人( 7%) 1 人( 6%)  1 人( 8%) 

個人 1 人( 3%) 4 人(14%) 2 人(9%) 1 人( 7%) 2 人(12%) 1 人(8%) 

その他 9 人(25%) 8 人(29%) 6 人(27%) 5 人(33%) 9 人(53%) 8 人(62%) 

２０歳代 36 人中 28 人中 22 人中 15 人中 17 人中 17 人中 

 

⑤ 負債総額は、収入とも関連し、８５％以上が３００万円までの借金です。（表２３） 

参考：２０歳代の負債総額 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

０～１００万 0 人(0%) 1 人(4 %)  0 人( 0%) 1 人( 7 %) 6 人(35%) 0 人( 0%) 

～２００万 11 人(31%) 6 人(21%) 8 人(36%) 9 人(59%) 8 人(47%) 9 人(69%) 

～３００万 15 人(42%) 15 人(54%) 11 人(50%) 4 人(27%) 2 人(12%) 2 人(15%) 

～４００万 7 人(19%) 5 人(18%) 2 人( 9%) 0 人( 0%) 1 人( 6%) 0 人( 0%) 

～５００万 2 人( 6%) 1 人(4%) 0 人( 0%) 1 人( 7%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 

～８００万 1 人( 3%) 0 人( 0%) 1 人( 5%) 0 人( 0%) 0 人( %) 2 人(15%) 

～１０００万 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 

～２０００万 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 

２０００万超 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 

２０歳代 36 人中 28 人中 22 人中 15 人中 17 人中 13 人中 

 



 ⑥ 借入期間は、５年以上が６２％もいます。１０代からサラ金業者等を利用している者が少

なくないことを窺わせています。（表２４） 

参考：２０歳代の借入期間 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

３年以下 7 人(19%) 5 人(18%) 3 人(13%) 2 人(13%) 3 人(18%) 0 人(0%) 

～５年 12 人(33%) 5 人(18%) 2 人( 9%) 9 人(60%) 6 人(35%) 5 人(39%) 

～７年 16 人(44%) 13 人(46%) 13 人(46%) 2 人(13%) 1 人( 6%) 3 人(23%) 

～１０年 1 人( 3%) 4 人(14%) 3 人(14%) 1 人( 7%) 5 人(29%) 3 人(23%) 

１０年超 0 人( 0%) 0 人( 0%) 1 人( 0%) 1 人( 7%) 1 人( 6%) 2 人(15%) 

不明 0 人( 0%) 1 人( 4%) 0 人 (0%) 0 人( 0%) 1 人( 6%) 0 人(0%) 

２０歳代 36 人中 28 人中 22 人中 15 人中 17 人中 13 人中 

 

 ⑦ 借金の理由については、生活費や借金返済が主な理由になっています。消費財の購入が２

３％と増加しています。（表２５） 

参考：２０歳代の借金の理由（複数回答） 

 Ｈ17 年 Ｈ18 年 Ｈ19 年 Ｈ20 年 Ｈ21 年 Ｈ22 年 

生活費 34 人(94%) 26 人(93%) 22 人(93%) 14 人(93%) 15 人(88%) 11 人(85%) 

事業資金 3 人( 8%) 0 人( 0%) 1 人( 0%) 1 人( 7%) 2 人(12%) 1 人(8%) 

遊興費 4 人(11%) 2 人( 7%) 1 人( 7%) 2 人(13%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 

消費財の購入 11 人(31%) 5 人(18%) 4 人(18%) 2 人(13%) 3 人(18%) 3 人(23%) 

保証人・名義貸 6 人(17%) 12 人(43%) 4 人(18%) 4 人(27%) 7 人(41%) 2 人(15%) 

借金返済 27 人(75%) 26 人(93%) 21(93%) 13 人(87%) 10 人(59%) 8 人(62%) 

住宅ﾛｰﾝ 1 人( 3%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人(0%) 0 人(0%) 

その他 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 0 人( 0%) 2 人(12%) 0 人(0%) 

２０歳代 36 人中 28 人中 22 人中 15 人中 17 人中 13 人中 

 


